
Index

迎春のごあいさつ………………………………………………細田　敏和	 1

放射線リスクと「食の安全」
　−風評被害と報道の課題（上）−……………………………松永　和紀	 2

放射線に係る定量と判定の品質管理…………………………加藤　和明	 7

有機農業で環境を守る
　−原子力の役割−……………………………………………町　　末男	 12

個人モニタリングサービスの歴史（その1）
　〜 放射線防護の黎明期 〜……………………………………松本　　進	 13

ガラスバッジ Web サービスへのお誘い 
　− ガラスバッジの種類の変更処理操作方法 − …………………………	 18

平成24年度保物セミナーのご案内… ………………………………………	 19

Photo  M. Abe

FBNews No.433 （'13.1.1発行）



	迎  春  の	 ごあいさつ

　　代表取締役社長　細田　敏和

　新年あけましておめでとうございます。
　読者の皆様におかれましてはお健やかに新年を迎えられましたことと、お慶び申しあげます。
　弊社は、一昨年の東日本大震災以来、各方面、自治体の方々のご支援を賜りながら、放射線
業務に従事されている方のみならず一般市民の方々の放射線安全・安心に寄与すべく、ガラス
バッジによる線量測定の業務を行っております。また、住環境の放射線安全を進めるために、
福島に復興支援本部を立ち上げ、最新の放射線安全管理技術をもとに、環境測定・食品測定・
除染業務なども積極的に係わり続けてきております。
　これからも継続的な技術開発・サービスの充実を目指し、現在、新しいモニタリングサービ
スの拠点として、茨城県大洗町の大貫台地区に新測定センターを構築すべく準備を進めており
ます。
　本年も、弊社の活動がわが国の放射線安全利用文化・技術の発展に少しでも貢献できるよう
努めるとともに、FBNewsの誌面をより充実すべく、社員一同進めてまいります。
　皆様のご健勝と益々のご発展を心よりお祈りいたします。
　本年も昨年同様のご愛顧とご支援を賜りますよう、どうぞよろしくお願い申しあげます。

取締役副社長　　黒川　英明
常 務 取 締 役　　竹内　宣博
常 務 取 締 役　　山口　和彦
取 締 役　　松田　芳典
取 締 役　　安川　弘則
取 締 役　　畑崎　成昭
取 締 役　　今井　　盟
監 査 役　　本圖　和夫
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はじめに

　福島第一原子力発電所の事故により放出さ
れた放射性物質は拡散し降下して、農産物や
水産物を汚染した。また、原発から海に流れ
出した汚染水も水産物に影響を与えた。事故
後すぐに食品の規制がはじまり、当初は暫定
規制値で、2012年 4 月からはさらに低い基準
値で出荷制限等が講じられている。未曾有の
汚染ではあったものの、放射性セシウムが植
物の根に吸収されにくいことや生産者による
除染努力等により農畜産物の汚染は比較的早
く低減した。水産物も、福島県が沿岸漁業の
再開を見送るなどしている。これらの結果、食
品における放射性物質のリスクは、食品が抱
えるほかのハザードによるリスクに比べて大き
いとは、科学的には言い難い状態だ。ところが、
市民、消費者の不安は消えず、東日本産の食
品が未だに避けられる風潮があり、福島県産
の安値も目立つという。
　なぜ多くの人が安心できず感情的な行動に
走るのか。多くの要因があるが、私は、食品
の汚染の現状や規制の考え方、対策等が一般
市民に平易に解説されておらず、国や科学に
対する不信が解消されないままであることが
大きい、と考えている。国は、市民の不安を
解消しようと非常に厳しい基準値を施行した
が、食品が抱えるほかのリスクとの比較や費
用便益分析なども行っておらず、リスクの評

価や管理に関する多様な情報を提供し意見交
換するリスクコミュニケーションもなかなか進
まない。それに加え、マスメディアも適切な
報道をできなかった。私は、食品の安全性や
農業の環境影響等を主な専門領域とし、リス
クコミュニケーションに参画して来た科学ライ
ターである。主にその見地から、食品の規制
と現状、課題について、1 月号と 2 月号 2 回に
分けて考えてみたい。

食品の放射能汚染推移と規制の問題点

　原発事故が起きた当時、国産の食品には放
射性物質の基準がなかった。そこで、厚生労
働省は原子力安全委員会の指標を暫定規制値
とし、これを上回る食品の生産、流通、販売
などを止めるように2011年 3 月17日付で都道
府県に通知した。1 ）　 
　放射性セシウムについては、放射性ストロ
ンチウムと合わせた年間の線量限度を 5 mSv
とした。年間に暫定規制値程度の食品を 5 割、
汚染されていない食品を 5 割食べると想定し、
乳児から成人までいずれの年代でも線量限度
を超えないように数値を算出して、この中か
ら、もっとも小さな数値を選び暫定規制値と
した。放射性セシウムの場合は、多くの食品
が500Bq/kg、牛乳や飲料水等は200Bq/kgで
ある。放射性ヨウ素については、年間に甲状
腺等価線量として50mSvを限度とし、1 度の

＊ Waki MATSUNAGA　科学ジャーナリスト

放射線リスクと「食の安全」
−風評被害と報道の課題（上）−

松永　和紀＊
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放射性ヨウ素放出により食品が100％汚染され
た後、その後の放出汚染はない、という仮定で、
数値を決めた（表 1 ）。超える食品は、エリア
ごとに出荷制限や摂食制限がかけられた。

食品汚染の推移

　事故直後は、降下した放射性物質が農産物
や海の表層にいる魚などに直接付着し、高い数
値が検出された。だが、半減期が短い放射性
ヨウ素の数値は、急激に低下した。また、放射
性セシウムは土壌中の粘土鉱物に結合しやすい
ため、植物の根からの吸収割合は少なく、降下
物が直接付着した食品が出荷規制等により排除
された後は、汚染は低減した（図 1 ）。国や自
治体等によるモニタリング検査数は2011年 8 月
末までで計16,584件が行われ、暫定規制値超過
は596件（3.6％）。9 月から2012年 3 月末までの
集計では、検査数117,248件に対し暫定規制値
超過は608件（0.52％）に留まった。2 ）

　品目別では、野菜類は2011年 7 月末までで
暫定規制値を超える割合は3.8％、100Bq/kgを
超える割合は10％だったが、それ以降、2012

年 3 月末まででは、暫定規制値超過の割合は
0.06％、100Bq/kg超過の割合は0.26％と激減
した。果実は2011年度（2012年 3 月末まで）

表 1　2012年 3 月末まで運用された暫定規制値

原子力安全委員会の指標に基づき定められた暫定規制値。ウラン、プルトニウム及び超ウラン元素のアルファ核種
についても決められたが、福島第一原子力発電所事故ではほとんど検出されていないため、表から割愛した。スト
ロンチウムについては、ストロンチウム90がセシウム137の 1 割存在すると仮定して、放射性ストロンチウムとセシ
ウム合わせた線量限度を 5 mSvとして算出された。

図 1　原発事故直後の食品検査における最大値の推移

厚労省のまとめた国・県等によるモニタリング調査か
ら、公表した日の最大値の推移をグラフ化した。当初
は大きな汚染が検出されたが、1 〜 2 カ月で低減した
ことがわかる。
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の集計で、暫定規制値超過が1.0％、100Bq/
kg超過が8.1％、茶は暫定規制値超過が8.6％、
100Bq/kg超過が70％だった。茶は、乾燥加工
した荒茶、製茶も含むため高い数値となって
いる。茶や果樹の一部は、花や葉、樹皮に付
いた放射性セシウムが樹体内を転流して可食
部である新芽や実などに集まる現象が起きた
ため、野菜に比べて影響が長引いた。生産者は、
事故時に付いていた葉や樹皮を洗ったり除去
したりするなどの対策をとった。
　米は2011年度、17都県で3,217検体が検査
され、福島県で暫定規制値を超えたのが 1 件、
500Bq/kgちょうどが 1 件あったが、50Bq/kg
以下が3,190件、99.2％を占めた。
　畜産はもともと、飼料を輸入物に大きく依存
しているため影響は小さかった。ソ連・チェル
ノブイリ原発事故では、牛乳の放射性ヨウ素
汚染が子どもの甲状腺がん発生の原因となっ
たとされているが、福島県ではすべての乳業
工場が地震により被災し生産が止まり、出荷
制限もかかったため、県内全域で 1 カ月近く
牛乳を生産できなかった。その後、放射性物
質の汚染度が非常に低いことを確認して生産
が再開され、継続して検査も行われている。
　2011年 7 月には牛肉の放射性セシウム汚染
が発覚した。降下した放射性セシウムが付
着した稲わらを飼料としたためで、全頭検査
がはじまり、2012年 3 月末までに全検査数の
0.17％が暫定規制値を超えた。一方、水産物
は、原発から流れ出した汚染水により福島県
沖のさまざまな魚種が影響を受け、特に底層
にいる魚が数多く暫定規制値を超えた。ただ
し、福島県の沿岸漁業は本格再開されていな
い（2012年11月現在）。茨城、宮城等でも底魚
の一部魚種の値が高く、法律に基づく出荷制
限や漁協による出荷自粛が行われている。そ
のため高汚染の水産物は市中には出回ってい
ないとみられる。3 ）4 ）

食品による被ばく線量の推計

　国や県などの2011年 3 〜 8 月のモニタリン

グ検査結果を基に、厚労省審議会の作業グ
ループが被ばく線量を推計した結果、中央値
濃度の食品を半年間継続摂取した場合の実効
線量は0.051mSv、そのままの汚染が継続した
と仮定した場合の年間の実効線量は0.099mSv
だった。90パーセンタイル値濃度の食品を摂
取した場合の推計でも、年間0.244mSvに留
まった。5 ）国立医薬品食品衛生研究所の調査
でも、被ばく線量は放射性カリウム等による
被ばく線量に比べて非常に少ないことが明ら
かとなった（図 2 ）。6 ）

　日本生活協同組合連合会（日生協）も2011
年度、18都県の組合員250世帯（うち、福島県
が100世帯）を対象に陰膳調査（ふだんの食事
で 1 食分多く作ってもらい、回収し測定する）
を行った（検出限界 1 Bq/kg）。239世帯の食
事からは検出せず、検出した11世帯（福島10
世帯、宮城 1 世帯）の最高値は11.7Bq/kg。最
高値の家庭がこの食事を食べ続けた場合の年
間実効線量は0.136mSvと推計された。7 ） 

図 2　東京、福島、宮城の年間被ばく線量推計
（国立医薬品食品衛生研究所）

国立医薬品食品衛生研究所が2011年 9 月と11月、東
京都、宮城県、福島県で食品を購入し、2007年度国
民健康・栄養調査の食品別摂取量平均を踏まえ試料
を調整し測定した(宮城県、福島県については、生鮮
食品は可能な限り、地元県産、あるいは近隣県産品
を購入した）。その測定結果を踏まえて、年間被ばく
線量を推計した。 
出典：�2011年12月22日開催薬事・食品衛生審議会食

品衛生分科会放射性物質対策部会資料の配付
資料「食品からの放射性物質の 1日摂取量の推
定について」
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新基準値の施行

　暫定規制値が運用される一方で、食品安
全委員会は放射性物質のリスク評価を行い、
2011年10月に厚労相に通知した。（1）放射線に
よる健康影響が見出されるのは、生涯に追加
の累積実効線量でおおよそ100mSv以上、（2）
小児の期間は、感受性が成人より高い可能性
がある、（3）100mSv未満の健康影響について
言及するのは、現在得られている知見からは
困難−との内容である。8 ）

　事故後の食品汚染の状況とそれによる被ば
く線量は、食品安全委員会が「健康影響が見
出される」とした数値にはほど遠かった。し
かし、市民の不安は消えなかった。マスメディ
アが、暫定規制値超過についてはニュースと
して報じる一方、汚染が低減し検出限界未満
の食品が増え続けているという、食品汚染の
全体像をあまり報じなかったことも、市民が
食品汚染の実態を適切に把握できなかった一
つの要因であろう。
　不安を抱える市民は、基準を引き下げて食
品をもっと厳しく規制してほしい、と強く要望
し、厚労省などには市民団体などから抗議が

続いた。その結果、新基準値が審議会等で検
討され2012年 4 月から施行された。9 ）

　国際連合食糧農業機関（FAO）と世界保
健機関（WHO）により設置された国際食品規
格を策定する組織「コーデックス委員会」が、
食品の介入線量レベルとして年間 1 mSvをガ
イドラインとしていることを受け、線量限度を
年間 1 mSvとした。放射性セシウムとストロン
チウムのほか、ルテニウム、プルトニウムを規
制対象とし、放射性セシウム以外は測定に時
間がかかることなどから、実測値で放射性セ
シウムとの存在比率を調べ被ばく線量の割合
を推定し、放射性セシウムを規制することで、
他の核種も含めて合計で 1 mSvを超えないよ
うにすることとなった。
　一般的な食品については汚染率を 5 割とし
計算した結果、すべての年齢で線量限度を超
えない数値として、放射性セシウム100Bq/kg
を規格基準とした。また、子どもが多く摂取
する牛乳と乳児用食品については、汚染率を
10割として50Bq/kgに、また、飲料水とその
代替となる飲用茶については、WHOの基準に
従い10Bq/kgとした（表 2 ）。
　新基準値での規制が始まった 4 月以降、9

表 2　放射性セシウムの新基準値

放射性セシウムだけでなく、放射性ストロンチウム、プルトニウム、ルテニウム等も含めた線量限度を年間 1 mSv
とし、放射性セシウムと他の核種との存在比率を調査から求め、それを基に放射性セシウムの基準値を設定した。
米、牛肉、大豆については、準備期間が必要とされ、経過措置期間が設けられ、新基準値への移行が先延ばしさ
れた。
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月末までに113,509件の食品が検査され、基準
値超過は1,394件（1.2％）となっている。超過
したのは福島県沖の底層にいる魚や山菜、キ
ノコ類など特定の品目に留まっている。これら
は、操業が見送られたり出荷制限が講じられ
たりしており、市中に流通している食品のほと
んどは事実上、懸念のない状態となっている
とみられる。2 ）　
　日生協は2012年度も陰膳調査をしており、
上半期には334件を調査した（うち100件が福
島県）。放射性セシウムを検出したのは 3 件の
みで（福島 2 件、宮城 1 件）、最高値は3.2Bq/
kgだった。7 ）

　福島県内で実施されているホールボディカ
ウンタによる内部被ばく検査（2011年 6 月〜
12年 9 月、検査人数81,119人）でも、検査の結
果に基づく被ばく線量は、大多数が 1 mSvを
下回り、1 〜 2 mSvが14人、2 〜 3 mSvが10人、
3 mSvを超えるのが 2 人という結果である。10）

また、2011年秋からホールボディカウンタによ
る検査を行っているひらた中央病院・公益財
団法人震災復興支援放射能対策研究所（福島
県平田村）のまとめでも、2012年 4 月〜 7 月
の検査（8,200人）で、体内の放射性セシウム
137が検出限界（300Bq/kg）を上回ったのは
73人（0.89％）に留まった。同研究所は検出限
界程度の人の年間被ばく線量は0.023mSvであ
り、検出限界未満の人たちの内部被ばくはこ
の線量を下回ると推定している。高い数値が
検出された人は、警戒区域等の高汚染地域の
野生のイノシシや川魚などを常食し、シイタケ
も栽培して食べていたのが大きな原因とみら
れている。11）

　福島原発の事故直後、著しく激しい汚染が
あったにもかかわらず、対策を進めてわずか
1 年あまりでここまで改善したのは、旧ソ連の
チェルノブイリ原子力発電所事故後の状況と
大きく異なる。福島原発事故は起きてはなら
ない事故ではあったが、日本の食品行政や生
産者、事業者等の管理レベルの高さを実証し
たとも言える。
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（2011年12月22日開催の厚労省薬事・食品衛
生審議会食品衛生分科会放射性物質対策部
会配付資料）

7 ）	� 日本生活協同組合連合会・家庭の食事から
の放射性物質摂取量調査結果について

	� ht tp : // jccu . coop/top ics/rad ia t i on/
intakeresult.html

8 ）	� 食品安全委員会評価書「食品中に含まれる
放射性物質」（2011年10月）

9 ）	� 厚労省通知「乳及び乳製品の成分規格等に
関する省令の一部を改正する省令、乳及び
乳製品の成分規格等に関する省令別表の二
の（一）の（1）の規定に基づき厚生労働大臣が
定める放射性物質を定める件及び食品、添
加物等の規格基準の一部を改正する件につ
いて」（2012年 3 月15日） 

10）	� 福島県・ホールボディカウンタによる内部
被ばく検査の実施結果について

	� http ://wwwcms .pre f . fukush ima . jp/
pcp_portal/PortalServlet?DISPLAY_
I D = D I R E C T & N E X T _ D I S P L A Y _
ID=U000004&CONTENTS_ID=26211

11）	� 医療法人誠励会ひらた中央病院・公益財団
法人震災復興支援放射能対策研究所内部被
ばく検診『ホールボディカウンタ（WBC）』
による検査結果

	� http ://www.fukkous ien-za idan .net/
reserch/index.html
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1．まえがき

　2011年 3 月11日に東日本大震災（以下“3.11”
と書く）が起き、地震と津波に被災した東京電
力福島第一原子力発電所（以下“ 1 F”と書く）
で複数の原発が、大量の放射性物質を環境に
放出するという“想定外”の“原子力災害”を
引き起こした。それから2 年近くの時間が経過し
たが、国民の多くは、未だに、放射線被曝及び
その可能性について恐れ戦いている。政・官・学・
マスコミの別を問わず、いろいろな人がいろいろ
なことをいい、誰（何）を信じていいか分からな
くなっているのである。
　絶対的安全と絶対的危険の間には無数の中
間段階がある。何処まで安全なら安全と割り切る
かは、個人や社会の置かれている状況とそれぞ
れの価値観に応じて決まる。将来起きる可能性
のある災害への備えを如何に整えるかについても
同じである。筆者の考えでは、“安全”とは「（そ
の時点で）それ以上の対策は考える必要がない

（と判断される）こと」であり、“安心”とは「（必
要とされる）対策が確実に採られていることを確
認し納得すること」である。この考えに従うなら、
安全対策には何がしかの“割り切り”が必要とな
るが、それは災害の規模や発生頻度に区切りを
入れることではない。国は、自ら作り上げた“安
全神話”に縛られ、「原発の安全対策に“非
常時の全電源喪失”は想定するに及ばない」と
し、この前提が崩れるなどして起きる事故のリス
クを「残余のリスク」に押し込んだのであったが、
我々は“ 1 F ”の事故により、この前提設定が
極めて不適切なものであったこと、そして、その

割り切りによって“残余”に押し込まれたリスクの
大きさが、事前の想定を遥かに超えるものであっ
た、ということを知った。
　“ 3 .11”は“ 1 F”に深刻な被害を齎したが、
ドミノ倒しで“放射線安全管理に係る国の制度
設計”にも深刻な損傷を与えた。国民を放射線
の好ましからぬ影響から守るための方策（放射
線防護の関係法令）は、「原子力は安全であ
る」（安全神話）ことを前提に設計されたもので
あったからである。安全神話は“ 3 .11”で死に
絶えたといわれるが、代わって放射線被曝につ
いての「危険神話」が蔓延している。そのため、
必要以上に放射線の影響（発現の可能性=リス
ク）を怖がって別の種類のリスクを高めている人
も多い。放射線防護に係る国の制度設計は根
本から検討しなおし、再構築を図る必要があると
いえる。言うまでもないことであるが、“関係法令”
や、それを所管する省庁の担当官から発せられ
る“行政指導”は制度設計の具現化されたもの
である。一般的に言って、どんなシステムにも適
用限界というものがある。システムの有効性は設
計時に採られた前提条件に依存するものだから
である。現行の放射線防護システムの再構築に
当っては、前提とされている諸条件の見直しから
始めなければならないが、実は、現行のシステム
には設計当初から存在する瑕疵もない訳ではな
い。その最たるものは、放射線に関わる量の定
量とその結果を用いての（物体や空間の状態に
ついての）判定についての品質に係る規定が欠
落していることである。今日、多くの国民が放射
線被曝について仲々「安全と安心」を得にくい
ことの一つの要因となっていると考える。

＊ Kazuaki KATOH　（NPO）放射線安全フォーラム 理事長
�本稿は、（NPO）放射線安全フォーラムが2012年 8 月24日に静岡県御殿場市で開催した2012年度サマーセミナー（第25回放
射線防護研究会）「放射線に係る定量と判定の品質管理」で行った基調講演に基づいて書かれたものである。

放射線に係る定量と判定の品質管理
加藤 和明＊
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2．状態の規定と監視

　放射線防護の要諦は、そのためのシステムの
設計と運用にある。そして、放射線防護の実務
の中心は、監視対象とされる物体や空間に係る
状態を、通常 2 値の状態関数で規定し、その
対象が発する放射線を検出・定量することを介
して、対象の状態を診断することである。
　放射線の検出・定量は、監視対象の放出す
る放射線を検出器で検知し、検出器の発出する
信号の生成率を介して“放射線が到来する時間
的割合（放射線到来率）”を把握することで行
われる。また、その結果を用いて行う“判定”は、

“監視対象の状態”について然るべき者が定め
る監視基準との比較を行うことで為される。
　原子の構成要素の挙動、すなわちミクロの
世界を支配するモノゴトの理（物理）の特徴は、
マクロの世界のそれと比較するとき、量の取りう
る値が“離散的”であることと、因果関係が“確
率的”なものとなることである。原因と結果を結
ぶ因果関係が、日常慣れ親しんでいる“必然性
の論理”（原因と結果が 1 対 1 で結びつく）で
はなく“蓋然性の論理”（ある原因がある結果を
齎すこともあれば齎さないこともあるが、その確
率は定量的に定まっている）に変わる。
　巨視的量の計測においても、系統誤差や統
計誤差といった測定誤差が付随するが、ミクロの
世界に関わる計測には、事象に付随する確率論
的不確実性に起因する、新たな統計誤差が付
随する。
　「計量なくして管理なし」といわれるが、放射
線に関わる量の測定・定量には、このような背
景から、得られる結果についての品質の評価が
重要となる。定量の品質とは、得られた数値の 

「精度」と「確度」を意味する。注意を要するのは、
判定についても品質の問題が付随するが、それ
は定量の品質とは別のものであるということであ
る。判定には「実際には基準値を超えているの
に超えていないと誤って判定する」ことと、逆に 

「実際には基準値を超えていないのに超えている
と誤って判定する」ことの、2 種類の過誤が不
可避であり、判定の手法の能力は「判定結果
の確度」と「判定して結果を出すことのできる力

＝判定力」で評価される。実務で必要とされる“判
定の品質”を予め与えられたとき、最小の労力・
時間で判定を行いうるシステムの設計を可能なら
しめることが、放射線安全科学にとっての重要
課題なのである。
　 そ の 際、 注 意を要 するの は、「 2 分 法
dichotomy」で規定された状態を診断して下す
結果は「 3 分法trichotomy」で示さなければ
ならないということである。状態はマルかバツか、
白か黒か、といったように、2 値の関数で規定す
るが、判定の結果には「分からない」とか「ど
ちらとも言えない」という第 3 のケースを用意しな
ければならないからである。

3．	�現行システムにおいて標準的に使用され
ている判定の品質管理法

　ここでシステムと呼ぶのは制度設計が具現化さ
れたものの総称を指し、具体的には関係法令や
付随する行政指導まで含む。
　これまで“標準的手法”として多用されてきた、

「判定の品質管理法」は、“計数率を確率変数
と見做し、それの従う統計法則に則って、デー
タのばらつきについての測度である標準偏差を
求め、それを使って結果の信頼度を推定すると
いうもの”である。
　この手法には“異を唱える”べきところはない
のであるが、問題は、計数率を、繰り返し測定・
評価して得られる“データ群”として捉えることが
前提とされる“確率変数”としていることである。
　計数率（dN/dt）は、時間ｔの測定で計数Ｎ
が得られたとき、通常N/tとして評価される。観
測している対象の状態が時間的に安定であるな
ど、測定の条件が不変であるとの前提が成り立
つとして多数回測定して得られるデータは、“情
報の汲み出し”が互いに干渉を与えることなく行
われる限り、正規分布に従う。
　しかし、放射線防護の実務で行われる“情報
の汲み出し”は、通常 1 回限りであり、そうでな
いとしても極く少ない回数に止まるものである。測
定時間ｔは非負の有理数であり、希望する任意
の値に設定できる。これに対し計数Nは非負の
整数であり、ポアソン分布に従う確率変数であ
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る。判定の品質（具体的には確度と判定力）は、
計数率ではなく計数の統計的性質に基づいて行
われなければならないのである。
　現行システムで“標準的手法”としている「判
定の品質管理法」は、実測計数率からバックグ
ラウンド（背景）計数率を差し引いた“ネット（正味）
計数率”にその標準偏差のK倍を加算または減
算したものを、与えられた判定基準値と比較す
るというものである。1960年頃、旧原研で日本
最初のWhole Body Counter （当時はHuman 
Counterと呼んでいた）がつくられた時、村主 

（スグリ）進氏によって提案されたもので、保健
物理学会のガイダンスや旧原子力安全委員会の
指針などに採用されている。これらのガイドライン
や指針ではKの値に 3とか 2を使用しているが、

（財）電気協会が国の委託を受けて作成した
原子力発電所の放射線モニター設置基準（2003
年改訂）では“放射線計測システムは……誤警
報を出さないことが必要である……平常時の平
均的なBGノイズの揺らぎを考慮し……BGの10倍
以内の倍数で（警報レベルを）設定する［解説
6 ］”としている。日本語として、設定される対象
が計数なのか計数率なのかはっきりしない上、状
態関数の設定基準なのかアラーム発信の判定基
準なのかはっきりしないのであるが、上記の手法
に基づいたものであることは間違いがない。
　筆者は、従来「Suguriの方式」と呼んできた
が、分析化学の世界では、H. Kaiserが1966年
に書いた論文で使用したことから「Kaiserの式」
と呼んでいることを最近知った。日本では、行為
や判断の結果についての責任を追及することに
も、立派な仕事に対して敬意を払うことにも、人々
はひどく鈍感であるように思う。
　「Suguriの方式」では、最適診断測定システ
ム（必要とする確度を保証する最短時間での診
断法）は“解答”を得た後でなければ設計不可
である。4 個の変数と1 個の助変数のうちどの 3
個を固定し、残りのうちどれを判定基準として用
いるか（実際の変数として動かすのは最後に残っ
たものとなる）、に対して明確な指示が出来ない
のである。
　因みに、筆者が客員研究員として現在の
KEK設立の準備研究に参画していた1970年頃

の東大・原子核研究所では、これとは異なる判
定方法である「Watt-Ramsden の方法（1964）」
というのが使われていた。全測定時間を一定と
したとき最良の品質（i.e.相対標準偏差最小）
で得られるnet計数率を判定基準とするものであ
る。「Suguriの方式」の問題点はここでも同様
に抱えたままである。
　オリンピックで選手のdoping判定の確度が問
題となったあと（1968年）、「Currieの判定方
式」というのが現れた。2 つの測定時間を等しく
取り、判定限界と検出限界という2 つの判定基
準（ダブル判定基準）を用いるもので、本質的
には“電気協会の方式”と同じものである。この
方式はIUPAC/ISO に追認されたが、問題点は

「Suguriの方法」と同じである。

4．品質管理の科学

　日本が先の戦争に敗れ、国家として貧困のど
ん底に陥ったあと、奇跡的な経済復興に成功し、
工業製品の大量生産が始まった時、製品の品
質管理に世の関心が集まった。品質管理の産
声は、19世紀の末に産業革命の地である英国
で上がったが、20世紀になって米国で大きく発
展した。1960年に岩波書店が出版した「W.A. 
Shewhart著、W. E. Deming編；坂本平八監 
訳：品質管理の基礎概念、−品質管理の観点か
ら見た統計的方法−、岩波書店（初版1960）」
がベストセラーとなったが、この本は、ベル電話
研究所の研究者であったW. A. Shewhartが、
W. E. Deming（品質管理で業績のあった人に
贈られるデミング賞で有名；農務省職員）に招
かれて、1939年（名画「風と共に去りぬ」が
つくられた年）に農務省で行った講演の記録が、
1945（先の戦争が終わった年）に米国で出版さ
れたものの翻訳である。
　筆者が大学生であった1950年代の後半、「推
計学（=推測統計学）」という名の講義がカリキュ
ラムの中に用意されていたが、それはこの本の
著者らが「統計的管理手法」（=品質管理学）
と呼んでいるものであった。もっとも学生には人気
がなく、選択履修した人数は少なかった。
　本書の作成に関わった御両人は、今日の品質
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管理学の生みの親といえる人たちであるが、（１）
「正確度」と「精度」の概念規定が曖昧であ
り、両者をいつも一つの束に纏めて扱っているこ
と、（２）“後見は先見を補う”として作り上げた 
「統計的管理手法」（＝品質管理学）と既存の
「数理統計学」との折り合いの付け方、に最後
まで不満を覚えていたようである。前者「品質
管理学」は“帰納的approach”であるのに対し、
後者「数理統計学」は“演繹的approach”な
のである。同書には次のような記述がある。
−“�正確度accuracyと精度precisionの明確な

意味はキッパリと規定することはできない”
　 （邦訳p.239）＜A＞
− “後見は先見を補う”（同p.246）
−“�（形式的数学統計量の）分布理論は数学の

枠に依拠しているのに対し、（ある実験的目標
に役立つように設計された）統計的手法の妥
当性はせいぜい経験的に決定され得るに過ぎ
ない”（同p.250）＜B＞

5．状態の規定と判定

　筆者が、大学･大学院での“教授職”を定年
退職したのは2003年度末日であったが、2004年
1 月に行った最終講義では「状態の規定と判定」
を題に選び、
　Ａ．	�放射線計量学の本質は「情報処理」で

あることの指摘 
　Ｂ．	� 定量と判定には品質の規定と制御が重要

であることの指摘：品質の規定 
	� 2 分 法に依り規定された状態の判定に不

可避的に付随する過誤とそれへの対処
法についての考察 

　Ｃ．	� 任意の希望する確度で、最も効率よく判
定を行う手法の探求：これまで提案され、
使用されてきた手法についての批判（問
題点の指摘）

　Ｄ．	� 現行手法の最適化：5 種類の変数の中、
どの変数を動かし、どの変数の値で判定
を行うか？

　Ｅ．	� 逆問題としての“診断（状態の推定）法”
についての考察

などを話した。

　この時点では、上記＜A＞については自分 
なりの決着をつけられたと思っていたが、上記 
＜B＞については、相変わらずすっきりしないまま
であった。“最終解”（自分なりに納得がいくと思
われる解）が得られたのはそれから2 年程経っ
てからのことであった。“exp（−K・ln2）= 1−
2K”の関係に気付き、K（非負の整数）→ k

（非負の有理数）とすることで一般化し、W. A. 
Shewhart / W. E. Deming の“悩み”［先験的（a 
priori）確率と後験的（a posteriori）確率の
区別］を解消できたのである。
　2 分法で規定された状態の判定をK回の診断
で行うとき、K回全てでN= 0という結果が得られ
るということは、Poisson分布、P（m,N）におい
て期待値mが K･ln2となっている場合にN= 0を
得る確率に相当するのである。
　また、確率変数がPoisson分布、P（m,N）に
従うとき、Nを得たときのｍの期待値は、順問題と
して解くと、δP/δm= 0を解いて ＜m＞= N を
得る（最尤法）が、本来は、逆問題として解か
ねばならない。ｍについての先見的な情報･知
見を持ち合わせていないときには ＜m＞ = N+ 1
となるのである。そうでなければ、計数率の評
価を単に N/tとして評価して良いなら、そして変
数tの選択に何の束縛条件も付かないとしたなら、
測定時間を任意に充分小さく取ることにより計数
率をゼロとすることが可能となるし、たとえば10分
の測定と1 時間の測定と24時間の測定で、同じ
値を得ても情報の質に違いのあることが理解でき
ないことになる。
　講演で使ったPower Pointの画面を数枚、図
表として載せておく。
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破壊進み、瘠せる農地

　11月 6 日から 4 日 間、北京で「バイオ肥料」
のFNCA（アジア原子力協力フォーラム）ワー
クショップが開かれた。「バイオ肥料」とい
う言葉は一般に知られていないが、自然界に
存在する微生物を効果的に利用して、化学肥
料の使用を減らし、農業生産を増やそうとす
る革新的な農法である。
　窒素、リン、カリウムで知られる化学肥料
は使いやすく、容易に作物の収穫量を増やす
事が出来るので、農家はこれを多用している。
しかしこれが土壌を破壊し、有機物の少ない
瘠せた土地にしてしまう。今この現象が世界
中でおきており、中国では50%もの農地が破
壊された土壌となっているという。また、過
剰な窒素肥料の使用は地下水の汚染をも齎し
ており、これも深刻な問題となっている。

バイオ肥料と放射線利用

　例えば、ライゾビアという微生物がいる。
この微生物は植物の根に寄生して、植物の窒
素固定作用を促進する機能がある。また、菌
根菌という微生物は土壌に含まれる燐を作物
が吸収しやすい形に変える機能を持つ。
　このような微生物を人工的に培養増殖して、
バイオ肥料（微生物肥料）を製造し、これを
農家に配布して、農家が大豆などいろいろな
作物に施用することによって、作物の収穫を
10－60%も増やす事が出来る。農家が利用す
るときには、微生物を土壌やピートに坦持さ
せて農地に施用しやすい接種物（製品）とし
て使う。この際微生物を植え付けるピートな
どの担体は無菌である事が必要である。この
無菌の担体を作るために、これまで高温の水
蒸気滅菌が使われてきたが、殺菌効果が不十
分でバイオ肥料接種物の品質が不安定で、こ

れがバイオ肥料の利用が十分に広がらない理
由の一つになっている。
　そこでFNCAでは放射線照射を利用して担
体を効果的に殺菌する方法を開発したのであ
る。このプロジェクトは見事に成功し、最近
マレーシア、フリッピンでこの技術を使って
製造したバイオ肥料が実用となり商業的な生
産が始まっている。特にマメ科の作物の収穫
が増加する。コンポストに添加して利用する
事も推奨される。化学肥料の使用を減らせる
ので、環境に優しい農法として、今後各国で
利用を拡大したい。
　今年7月にIAEAとFAOが開催した「土壌
の持続的な利用」に関するシンポジウムの招
待講演でこの技術について紹介した。IAEA
も大きい関心を持ち、普及を検討している。
　

むすび

　世界の人口は昨年遂に70億になった。この多
くの人類に必要な食料を確保する事は最重要
な課題である。そのために持続可能で生産性
の高い農業を広めていく事は不可欠であり、原
子力技術をそのために役立せる意義は大きい。

（2012年11月15日稿）

写真右上部分の大豆はライゾビアのバイオ肥料を
与えたもので左下のバイオ肥料を与えていないも
のに比べて生育が盛んで収穫量も大きい。

有機農業で環境を守る−原子力の役割−

元・原子力委員　町　　末  男

FBNews No.433 （'13.1.1発行）

12



まえがき

　私が個人モニタリングサービスの業務に就
いてから既に40年以上経過した。そろそろ過
去の経過を纏めておく必要性を感じていた矢
先に、このようなテーマをいただき感謝申し
上げる。この機会に、Ｘ線がレントゲンによっ
て発見された当時から日本におけるモニタ 
リングサービスに至るまで、どのような経緯
を経ていたのか、それを含め放射線個人モニ
タリングの発展の足跡をここにご紹介する。

1．国内初めての放射線と従事者

1.1　Ｘ線発見の背景
　偶然にＸ線は発見（1895）されたが、その
背景には多くの技術の集積があった。それは
Ｘ線発見からさかのぼること約245年前に始
まっていた。
　1650年のゲーリッケによる真空ポンプの開
発とともに始まった低気圧体の研究である。
その後、摩擦静電気の発生、蛍光現象の発見、
摩擦起電機、コンデンサーの発明、高電圧発
生装置、放電管等の知識と製造技術の進歩を
経て、本格的な低気圧体の放電現象の研究が
行われるようになった。
　クルックス管を発明したクルックスは、焦
点を結ばせた電子線を白金箔に当てると、
白熱することを発見、その現象を記録に残そ
うとして写真に挑戦したが、その都度写真乾
板が被ってしまい失敗した。これが重なり 

クルックスは電子線の研究から遠ざかってし
まった。後で分かったことだが、この現象は
Ｘ線による被りであった。この時にＸ線に気
付いていれば、レントゲンより15年も早く
Ｘ線を発見したことになる1 ）。

1.2　Ｘ線の発見
　日清戦争が終結した年の1895（M28）年
11月 8 日、レントゲンは、陰極線を放電管の
外に導き、陰極線の特性を調べようと実験を
していた。実験室内（図 1 ）を暗くし、黒
紙で放電管全体を覆い電流を流すと、1 m以
上も離れたところにある陰極線検出用蛍光板

図 1 　Ｘ線発見時のレントゲンの実験室１）

＊ Susumu MATSUMOTO	 弊社アドバイザー

個人モニタリングサービスの歴史（その1）
〜 放射線防護の黎明期 〜

松本　　進＊
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が発光した。陰極線の空気中の飛程
は 2 cmであることを知っていたレ
ントゲンは、陰極線とは別な放射線
が出ていると考え、その後約 7 週間
を掛け新しい放射線の性質を調べ、
1895年12月28日に「放射線の一新種
について」と題して論文にまとめ、
ヴュルツブルク物理医学会に発表し
た。この論文の中で新しい放射線を
Ｘ線と命名していた。
　1896年 1 月 1 日、レントゲンは、
印刷された論文に夫人の手のＸ線写
真を同封して物理学者の知人・友人
に送った１）。これにより多くの人がＸ線の発
見を知ることになった。

1.3　日本への伝達とＸ線実験
　1896年 1 月 4 日、ベルリンにてベルリン物理
学会50年祭が開催されたが、Ｘ線の発見は話
題にならず、機械展示会場の片隅にレントゲン
の論文と手のひらのＸ線写真が展示されていた。
　当時ベルリン大学に留学（1893−1896）し
ていた帝国大学理科大学の助教授長岡半太郎

（帰国後教授）は、50年祭にて、このレント
ゲンの論文を知り、50年祭報告とは別に「レ
ントゲン氏Ｘ放射線」と題して日本に報告書
を送っていた。
　日本の報道機関が知ったのは、船便で運ば
れたドイツからの雑誌においてであり、日本
医事新誌は、明治29（1896）年 2 月29日に 

「不透明体を通過する新光線の発見」と題し
て報道した１）。
　長岡半太郎からの報告を受け取った帝国
大学理科大学教授の山川健太郎は、助教授
鶴田賢次らと共に、Ｘ線発見から 4 ヶ月後
の明治29（1896）年 3 月にはＸ線発生実験
に成功している。また第一高等学校の教授
水野敏之丞、教授山口鋭之助もＸ線実験を行
い、明治29（1896）年 5 月に成功していた。
この他東京では写場･玄鹿館主の鹿島清兵衛
と済生学舎（現日本医科大学）の教授丸茂文
良もＸ線実験に成功している。
　京都では、シュトラスブルグ大学留学中、
レントゲン助教授の講義を聞いていた第三高

等学校の村岡範為馳教授と島津源蔵（島津製
作所）は、明治29 （1896）年10月10日、直径  
1 mのウィムズハースト起電機とクルックス
管を使用してＸ線写真に成功していた。
　レントゲンがＸ線を発見した翌年には、4
グループがＸ線発生実験を行ったが、ある程
度の成果が出た後、Ｘ線に携わった研究者は
元の研究に戻った。ただ、島津製作所は、そ
の後もＸ線の研究、装置の開発を進め１）、ま
た、昭和 2 年には、わが国最初のレントゲン
技術講習所（図 2 ）を開設し、レントゲン
技術の教育･普及に社会貢献した。

1.4　Ｘ線装置の設置
　Ｘ線発生実験は、Ｘ線発見の翌年（1896）
に実施されているので、その時点で実験用
のＸ線装置が存在していたことになる。一
方、医療用Ｘ線装置がわが国に最初に設置
されたのは、Ｘ線発見から 3 年後の明治31

（1898）年であった。ドイツから輸入したＸ線
装置が、東京帝国大学医科大学第一医院外科
教室、および陸軍軍医学校に設置された。国
産では、島津製作所の 1 号機が明治41（1909）
年、千葉県市川の陸軍衛戌病院に、2 号機が、
明治43（1911）年、滋賀県大津赤十字病院に
設置された 2 ）。
　
1.5　放射性同位元素の発見
　ウランの放射線を発見したベクレルの論文
を読み、ウラン塩から不断に放出されるエ
ネルギーに興味を持ったマリー･キュリーは、

図 2 　島津レントゲン技術講習所（京都）
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夫のピエール･キュリーと共にその由来を調
べ、明治31（1898）年12月26日、フランスに
おいてラジウムの存在を発見した。その45ヶ
月後の1902年、純粋ラジウム 1 デシグラムを
抽出することに成功している 3 ）。
　わが国でラジウムは、ラジウム針として各
地の主要医療機関にて治療に使用されていた
が、神奈川県では大正 5（1916）年に使用さ
れていた形跡があった 4 ）。

1.6　わが国初の放射線従事者
　わが国でＸ線に関する研究は、Ｘ線発見か
ら 4 ヶ月後には実施されていた。Ｘ線発見か
ら 3 年後の明治31（1898）年には医療用Ｘ線
装置が国内に設置されていた。よって、現在
の放射線管理法令が言うところの放射線業務
従事者は明治29（1896）年に、また、診療放
射線業務従事者は明治31（1898）年に存在し
ていたことになる。

2．放射線による障害と防護

　放射線の怖さが分からなかった初期の段階
では、研究者は安易にＸ線を使用したこと
が窺える。その１例が、エジソンのＸ線実
験であろう。Ｘ線発見の翌年、1896年 5 月、 
ニューヨーク電気博覧会にて、エジソンは
Ｘ線透視公開実験を行った。そのときの実験
の助手兼モデルであった若者は、Ｘ線を繰返
し受け、背中に水泡ができ潰瘍となった。こ
れによりエジソンはＸ線の研究を中止したが、
若者はその後の治療の甲斐もなく、8 年後の

1904年に亡くなった 1 ）。この頃から、Ｘ線の
研究者間では、放射線障害が職業病として恐
れられ始めたのではないかと推察する。そし
て、1905年頃から放射線防護に関心が寄せら
れ、1907年頃にはＸ線防護服、エプロン、手袋、
フード、眼鏡等が製品化されていたが、使用
者は僅かであったようである。
　キュリー夫人は、教え子には放射性物質の
入った試験管はピンセットで持ち、素手で持
たないように、また有害な放射線を防ぐため
に鉛の衝立を用いること、血液検査の実施等
を指導していたようであるが、本人は常に軽
視していたようである。晩年、キュリー夫人
は長年の研究が元で1920（Ｔ 9 ）年には白内
障を患い、1934（Ｓ 9 ）年に白血病にて亡く
なった５）。長女のイレーヌ夫妻も原子物理学
者であったが、1956（Ｓ31）〜 1958（S33）
年にそれぞれ白血病で他界した。
　1915（Ｔ 4 ）年、英国Ｘ線学会が「Ｘ線技
術者の防護に関する勧告」を発表したが、具
体的な数値については示されていなかった。
1925（Ｔ14）年に第 1 回国際放射線医学会議

（ICR）がロンドンで開催され、放射線の単位
と測定に関する国際的な検討の必要性が議論
され、「国際放射線単位・測定委員会（ICRU）」
が設けられた。1928（Ｓ 3 ）年の第 2 回ICR
会議（ストックホルム）で放射線防護に関す
る国際的な委員会が設立され、その名称を 

「国際Ｘ線ラジウム防護委員会（IXRPC）」
とした。同委員会は、放射線量の単位として

「レントゲン（R）」を定めた。1934（Ｓ 9 ）年
（キュリー夫人が亡くなった年）のIXRPCは、

表 1 　主要勧告値の推移
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耐容線量として 1 日0.2Rを最初の勧告値とし
て発表した。1950（Ｓ25）年にIXRPCは名
称を「国際放射線防護委員会（ICRP）」と改
め、現在に至っている6 ）7 ）。
　主な勧告値の推移を表 1 に示す。限度値
は、勧告書が発刊される毎に低く抑えられ、
現在は初期値の 4 ％まで抑えられている。

3．放射線防護の黎明期

3.1　ラジオアイソトープの受入体制の構築
　わが国は、敗戦後の占領下であったが、量
子物理学者の仁科芳雄博士は、ラジオアイソ
トープ（RI）の入手を日本政府を通じてアメ
リカに強く要請した。その結果、GHQを通
じて寄贈されることが昭和24（1949）年に決
まった。これを受けて総理府科学技術行政協
議会（STAC、元科学技術庁の母体）は、受
入れ体制を協議し、STACは輸入、配分、法
案準備など、いっさいの行政事務を掌ること
になった。
　RIは昭和25（1950）年 4 月 9 日に貨物船で
横浜に着き、4 月10日、木村健二郎研究室
で開封作業を行った。寄贈されたのは、Sb-
125、In-113mであった。続いて 5 月にはC-14、
P-32、S-35、Fe-59が寄贈された。7 月からは
政府貿易としてスタートし、翌1951年からは
民間貿易に切り替えられ、輸入量も拡大した8 ）。

　昭和26（1951）年 9 月に調印したサンフラ
ンシスコ講和条約は、7 ヶ月後の昭和27（1952）
年 4 月に発効し、日本は独立を果たした。

3.2　放射線 ･ 原子力発展の基盤構築
　RIの寄贈（Ｓ25）、講和条約の発効（Ｓ27）、
米国の核平和利用提言（1953（Ｓ28））を得て、
日本政府は、昭和25年から約10年間に亘って、
放射線防護（安全取扱）の基盤と原子力発展
の基盤を並行して構築した。その主な出来事
を放射線安全取扱系と原子力発展系に大まか
に区分し、表 2 に示した。これにより、両
系に対し労働者･職員の放射線防護と安全取
扱い、安全施設、研究機構、原材料の供給機
構等、必要な基盤が構築された。

3.3　わが国の放射線防護
　STAC内 部 に 放 射 性 物 質 取 締 方 策 検 討
小委員会が設けられ、関係者のひとりで
あった人事院健康安全課の井上武一郎は、
昭和29年 2 月11日、RI保護具の開発について
日本保安用品協会の志賀事務局長に協力を要
請した 9 ）10）。これを受けて、日本保安用品協
会では、昭和29年 5 月28日、“Ｘ線・アイソトー
プ等用測定器並びに保護具に関する懇談会”
を、関係各者を集めて開催した。これに関す
る記録は機関誌「保安ダイジェスト」に記載
してあり、その一部（協会日誌）を次に示す。

表 2 　放射線･原子力発展の黎明期の主な出来事
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この懇談会の後、工業技術院は測定具および
保護具のJIS化を全面的に取り上げ、原案作
成を関係団体に委託することになった11）。
　日本保安用品協会では、工業技術院から
JIS原案作成の委託を受け、初期の昭和30年
から昭和31年に亘って、開催されたJIS原案
作成委員会の一部を表 3 に示す12）13）14）15）16）。
JISが完成すると、JISに基く品質の良い放射
線防護製品が製造され、製造者間の競争を経
て、リーズナブルな価格の製品が、作業者の
放射線防護に寄与することになる。

　（つづく）

表 3 　日本保安用品協会が受けたJIS委員会の一部

　 参考文献 　　　　　　　　　　 
 1）青柳　泰司
　　�日本放射線技術学会東京部会50

回総会記念誌（1997）27-78
 2）清水　　栄
　　�物理学者としてのレントゲンと

人間としてのレントゲン
　　�（社）アイソトープ協会
　　（1995）8-9
 3）エーヴ･キュリー
　　�キュリー夫人伝　白水社
　　（1968）136-154
 4）四十年の歩み
　　�（社）神奈川県放射線技師会
　　（1987）3
 5）エーヴ ･ キュリー
　　�キュリー夫人伝　白水社
　　（1968）316
 6）永原　照明
　　�保険物理　コロナ社（1975）2
 7）森川　尚威
　　�放射管理の実際
　　�（社）アイソトープ協会（1994）4
 8）鎌田　甲一
　　Isotope News
　　2004年 4 月号（2004）24-25
 9）保安ダイジェスト
　　昭和28年11月号
　　日本保安用品協会（1953）108
10）保安ダイジェスト
　　昭和29年 2 月号
　　日本保安用品協会（1954）131
11）保安ダイジェスト
　　昭和29年 6 月号
　　日本保安用品協会（1954）131-132
12）セイフティ･ダイジェスト
　　昭和30年 2 月号
　　日本保安用品協会（1955）89
13）セイフティ･ダイジェスト
　　昭和30年 6 月号
　　日本保安用品協会（1955）48
14）セイフティ･ダイジェスト
　　昭和30年 7 月号
　　日本保安用品協会（1955）51
15）セイフティ･ダイジェスト
　　昭和31年 7 月号
　　日本保安用品協会（1956）38
16）セイフティ･ダイジェスト
　　昭和31年11月号
　　日本保安用品協会（1956）33
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〜＊〜＊〜ガラスバッジの種類の変更処理操作方法〜＊〜＊〜
　ガラスバッジWebサービス画面にて、ご使用者が使用されているガラスバッジのモニタの種類を
変更する操作について説明をいたします。

【手　順】ご登録メニュー＞お申込先の確認・登録内容の変更＞登録内容の変更＞
使用者の登録等＞中止、休止、モニタ追加、変更等

★モニタの種類の変更（ガラスバッジが発送前の場合）
〔操作〕	� ①「使用者情報」の「変更前モニタ」・「変更前装着部位」・「変更適用日」・「変更後モニタ」・「変

更後装着部位」を設定します。
	 ②左下の入力完了ボタンをクリックします。

＊�既にガラスバッジが発送済みの場合は、下記の“モニタ毎の中止・追加”の操作をしてください。
★モニタ毎の中止・追加

〔操作〕	� ①「使用者情報」の該当するご使用者の右端の「個別設定」ボタンをクリックし、スクロー
ルダウンします。

「使用線量計情報」の枠の中で、
	� ②「モニタ追加」ボタンをクリックします。「追加・変更開始日」・「追加・変更モニタ」・「追

加・変更装着部位」を設定します。
	 ③変更前のモニタ・装着部位に該当する欄で「中止日」を設定します。
	 ④右下の「入力完了」ボタンをクリックします。
	 ⑤左下の「入力完了」ボタンをクリックします。

 【お客様お問い合わせ窓口】
●TEL：03−3816−5210　　●メールアドレス：garasu-nandemo@c-technol.co.jp
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編 集 後 記

平成24年度保物セミナーのご案内

●新春のお喜びを申しあげます。本年もよろしくお願い申
しあげます。
今年は｢巳年｣です。当社発行のDIARYの暦年早見
表を見ますと、巳年は世界経済恐慌（1929）、太平洋戦
争開始（1941）、テレビ放送開始（1953）、昭和天皇崩御

（1989）、アメリカ同時多発テロ（2001）と何やら物騒なこ
とが多いようですが、何かが変わる変革の年とも見ること
ができます。平成23年（卯年）に東日本大震災と福島第
一原子力発電所の事故に見舞われ、言葉に表しきれな
い傷と痛みを味わってから２年が経とうとしています。今
年は、その痛みを乗り越えて、社会も経済も活気のある日
本に変わる｢変革の年｣になって欲しいと願っています。
●新春第 1 号では、科学ジャーナリストの松永和紀様に

「放射線リスクと“食の安全”－風評被害と情報提供の
課題（上）」と題して、一般市民の皆様が、なぜ福島第一
原子力発電所の事故による放射線・放射能への不安が
払拭されずに、感情的な行動に走るのか？という課題につ
いて、今回は規制当局の対応（規制値の導入）を中心に
論説いただきました。

●NPO放射線安全フォーラム理事長の加藤和明先生よ
り、「放射線に係る定量と判定の品質管理」について執
筆いただきました。放射線管理は「計量なくして管理なし」
と言われ、その計量結果を判定するシステムの品質管理
が重要であることを、ご紹介いただきました。
●今回から 4 回に亘り、当社アドバイザーの松本進より、 

「個人モニタリングサービスの歴史」をご紹介させていた
だきます。今回は“その 1 ～放射線防護の黎明期～”とし
まして、Ｘ線の発見から国内への導入、また、戦後の日本
の放射線防護に係る制度がどのように構築されたかにつ
いて紹介いたしました。この個人モニタリングサービスの
歴史は、当社の歴史そのものであります。皆様に興味を
持ってお読みいただけるとありがたいです。
●巻頭に代表取締役の細田敏和の“迎春のごあいさつ”
を掲載させていただきました。その中で、新しい測定セン
ター構築の準備を進めていることが述べられています。
今後も、皆様に愛される個人モニタリングサービスを目指
して、更なる改善とサービス向上に努めて参ります。

（佐藤典仁）
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　平成24年度保物セミナーが下記要領で開催されます。放射線管理者の皆様には有用なセミ
ナーと存じますのでご案内いたします。詳細は下記URLをご覧ください。
http://www.esi.or.jp/news/seminar-2012.html
主　　　催：平成24年度保物セミナー実行委員会
主なテーマ：テーマ１　「福島復興への取り組みと放射線防護上の課題」
	 特別講演　「最近の放射線安全行政の動向」
	 テーマ２　「疫学研究とリスクコミュニケーション」
	 テーマ３　「低線量放射線影響の最近の動向」
開　催　日 ：平成25年２月１日（金）９時30分～20時00分
場　　　所 ：大阪科学技術センター大ホール
	 〒550-0004　大阪市西区靭本町１丁目８番４号
	 Tel.06-6443-5320　Fax.06-6443-5319
	 交通アクセス：http://www.ostec.or.jp/data/access.html
参 加 費：3,000円（ボイリングセッション参加者は別途5,000円）
問 合 せ 先 ：(財)電子科学研究所内「平成24年度保物セミナー」事務局
	 〒541-0057　大阪市中央区北久宝寺町２丁目３番６号
	 Tel.06-6262-2410　Fax.06-6262-6525
	 Eメール：seminar@esi.or.jp
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